





















































































































































































































































プロジェクトjを実施し、学校安全の充実に取り組み、平成 14年 1月に f学校施設の妨犯対
策についてjを取りまとめるなど、「学校施設整備指針」における紡犯関係規定の充実を図って
きた。例えば、不審者からの危機管理に関しては、「学校施設の安全管理に関する調査研究協力
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ている。これは事後の特別な措置で、あって、事前にこういった整備が十分になされているわけ
ではない。また同時にこれらは学校がいかに被災時に対応したか、その在り方を検証したり、
そこでの責任を問うたりするものとなっていないので、災害・被害の中身や内容、性質と、補
償そのものをつなぐ考え方は十分に明らかにはならない。
第二は、児童・生徒自身による生命・健康の確保、これに対する責任能力や自己責任の在り方
である。確かに学校では安全教育が重要であり、そのことの確認もされている。しかし、それ
は裏を返せば、「自分の身は自分で、守れj というメッセージで、あり、そのための教育であるが、
そのことをどれだけ、どの程度求めるかということはl必ずしも明確ではない。基本的に、学校
は親権者等の法廷監替義務者に代わって監督・監護すべき義務を負うといえる(民法714条)。
そして責任能力を問う場合、刑法上では「十四歳に満たない者の行為は、罰しなしリ(刑法41
条)としてその年齢については明確である。しかし、他方で民法上の責任能力について、その
明確な年齢に関する規定は存在しないし、また、この場合の責任能力とし1うことでし、えば、い
わゆる違法性認識能力である(窪田異二、小川友次『平成22年版 教育法規便覧』学陽書房、
574頁)。つまり、被災時に自らの生命を守ること、そのような自己責任の能力や年齢の範囲は、
必ずしも明確ではないのである。
7 20日年 12月日目、産経新開ほか。
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